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第
２
回
定
例
会
の
経
過

６
月
９
日
（
火
）

　

本
会
議

　

・
開
会

　

・
議
席
の
変
更
及
び
指
定

　

・
会
期
の
決
定
・
諸
般
の
報
告

　

・�

議
案
の
上
程
、
説
明
、
質
疑
、

討
論
、
採
決

　

・�

繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書
の

報
告

11
日
（
木
）

　

本
会
議

　

・
一
般
質
問
（
３
議
員
）

12
日
（
金
）

　

本
会
議

　

・
一
般
質
問
（
２
議
員
）

15
日
（
月
）

　

本
会
議

　

・
一
般
質
問
（
３
議
員
）

16
日
（
火
）

　

本
会
議

　

・
諸
般
の
報
告

　

・�

議
案
の
上
程
、
説
明
、
質
疑
、

討
論
、
採
決

　

・
特
別
委
員
会
の
設
置

　

・
閉
会
中
の
所
管
事
務
調
査

　

・
議
員
の
派
遣

　

・
閉
会■

提
出
議
案
■

選�

挙
第
６
号　

鹿
行
広
域
事
務
組

合
議
会
議
員
の
選
挙
に
つ
い
て

報�

告
第
７
号　

専
決
処
分
の
報
告

に
つ
い
て

報�
告
第
８
号　

平
成
26
年
度
行
方

市
一
般
会
計
継
続
費
繰
越
計
算

書
の
報
告
に
つ
い
て

報�

告
第
９
号　

平
成
26
年
度
行
方

市
一
般
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越

計
算
書
の
報
告
に
つ
い
て

報�

告
第
10
号　

平
成
26
年
度
行
方

市
特
定
環
境
保
全
公
共
下
水
道

事
業
特
別
会
計
繰
越
明
許
費
繰

越
計
算
書
の
報
告
に
つ
い
て

報�

告
第
11
号　

平
成
26
年
度
行
方

市
流
域
関
連
公
共
下
水
道
事
業

特
別
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越
計

算
書
の
報
告
に
つ
い
て

報�

告
第
12
号　

平
成
26
年
度
行
方

市
一
般
会
計
事
故
繰
越
し
繰
越

計
算
書
の
報
告
に
つ
い
て

議�

案
第
41
号　

行
方
市
立
幼
稚
園

授
業
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
に
つ
い
て

議�

案
第
42
号　
財
産
の
取
得
に
つ
い
て

議�

案
第
43
号　
財
産
の
譲
与
に
つ
い
て

議�

案
第
44
号　

あ
ら
た
に
生
じ
た

土
地
の
確
認
に
つ
い
て

議�

案
第
45
号　

平
成
27
年
度
行
方

市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１

号
）
に
つ
い
て

議�

案
第
46
号　

平
成
27
年
度
行
方

市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２

号
）
に
つ
い
て

発�

議
第
３
号　

地
方
創
生
推
進
特

別
委
員
会
設
置
に
関
す
る
決
議

案
の
提
出
に
つ
い
て

発�

議
第
４
号　

行
方
市
議
会
活
性

化
特
別
委
員
会
設
置
に
関
す
る

決
議
案
の
提
出
に
つ
い
て

発�

議
第
５
号　

百
里
基
地
対
策
特

別
委
員
会
設
置
に
関
す
る
決
議

案
の
提
出
に
つ
い
て

　

平
成
27
年
第
２
回
行
方
市
議
会
定
例
会
は
、
６
月
９
日
か
ら
16
日

ま
で
の
８
日
間
の
会
期
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　

専
決
処
分
の
報
告
や
条
例
改
正
案
、
財
産
の
取
得
な
ど
、
12
件
が

市
長
か
ら
、
ま
た
、
特
別
委
員
会
の
設
置
案
が
議
員
か
ら
提
出
さ
れ

ま
し
た
。
い
ず
れ
の
議
案
も
慎
重
な
る
審
議
の
結
果
、
原
案
の
と
お

り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

６月定例会のようす

議員提出議案３件により

　地方創生諸施策への対応を協議する

　　新たな委員会など　３特別委員会を設置
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臨時福祉給付金支給事業
安心こども支援事業費施設整備補助金など
　報告６件、議案６件が可決

第２回定例会

地
方
創
生
推
進
特
別
委
員
会

今
、
地
方
で
は

　

少
子
化
と
大
都
市
圏
へ
の
人

口
流
出
に
よ
り
、
人
口
減
少
が

止
ま
ら
ず
、
そ
の
対
策
が
急
務

と
な
っ
て
い
ま
す
。

国
で
は

　

平
成
27
年
は
地
方
創
生
元
年

と
う
た
い
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
創
生
法
」
に
基
づ
き
、
各

ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
し
ま
し
た
。

行
方
市
は

　

将
来
に
わ
た
っ
て
、
持
続
可

能
で
、
活
力
あ
る
ま
ち
と
し
て

存
続
し
て
い
け
る
よ
う
、
地
方

創
生
諸
施
策
へ
の
対
応
を
検
討

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
全

議
員
の
総
意
に
よ
り
設
置
さ
れ

ま
し
た
。

（
委
員
は
、
議
長
を
除
く
19
名
。

委
員
長
は
、宮
内　

守　

議
員
）

百
里
基
地
対
策
特
別
委
員
会

　

地
域
住
民
の
民
生
安
定
と
福

祉
向
上
に
寄
与
す
る
た
め
、
百

里
基
地
に
係
る
騒
音
等
の
諸
問

題
の
調
査
並
び
に
必
要
な
対
策

を
推
進
す
る
た
め
の
調
査
研
究

を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

全
議
員
の
総
意
に
よ
り
設
置
さ

れ
ま
し
た
。

（
委
員
数
は
７
名
。
委
員
長
は
、

栗
原　

繁　

議
員
）

行
方
市
議
会
活
性
化
特
別
委
員
会

地
方
分
権
時
代
と
な
り

　

近
年
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
方
議
会

に
お
い
て
、
よ
り
住
民
に
身
近
な
議

会
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
観
点
か
ら
、

従
来
の
運
用
見
直
し
に
向
け
た
、
取

り
組
み
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

行
方
市
議
会　

活
性
化
へ
向
け
て

　

議
会
の
改
革
、
議
会
活
動
の
活
性

化
及
び
住
民
に
わ
か
り
や
す
い
議
会

運
営
に
つ
い
て
の
調
査
及
び
研
究
を

行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
全
議
員

の
総
意
に
よ
り
設
置
さ
れ
ま
し
た
。

　
�（

委
員
は
、
議
長
を
除
く
19
名
。

　

委
員
長
は
、
岡
田
晴
雄　

議
員
）
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平成 27 年度補正予算
（議案番号）

会計別
補正額 主な内容 総額

（議案第 45 号）
一般会計

3 億
　263 万
　　8,000 円

なめがた情報発信事業委託料 /50 万円
臨時福祉給付金支給事業 /6,146 万 8,000 円
子育て・シニア応援プレミアム商品券購入補助事業 /780 万円
ひとり親家庭等学習応援事業 /372 万円
子育て世帯臨時特例給付金支援事業 /1,814 万 3,000 円
安心こども支援事業費施設整備補助金 /2 億 1,068 万 3,000 円

181 億
　8,263 万
　　8,000 円

（議案第 46 号）
一般会計

1,716 万
　9,000 円

広域観光整備官民連携事業調査業務委託料 /1,285 万 2,000 円
消防団員退職報償金 /431 万 7,000 円

181 億
　9,980 万
　　7,000 円

議
案
第
45
号

　

�

安
心
こ
ど
も
支
援
事
業
費
施
設
整
備
補

助
金

　

※�

討
論
は
、
は
じ
め
に
反
対
者
か
ら
行

い
、
そ
の
あ
と
に
、
賛
成
者
２
名
が

行
っ
た
。

　

�
○
学
校
跡
地
に
つ
い
て
は
、
地
元
と
の

歴
史
的
な
関
わ
り
合
い
や
取
得
に
対
し

て
地
権
者
の
協
力
が
あ
り
、
処
分
は
そ

れ
ら
を
考
慮
し
て
慎
重
に
臨
む
べ
き
で

あ
り
、
継
続
審
議
を
望
む
。

　

�

○
第
１
は
市
民
の
便
益
を
考
え
る
べ
き
。

申
請
者
は
こ
れ
ま
で
も
地
元
と
携
わ
っ
て

き
て
お
り
、
理
に
か
な
っ
た
利
用
方
法
と

思
う
。
積
極
的
に
推
し
進
め
る
べ
き
。

　

�

○
学
校
跡
地
に
つ
い
て
は
、
管
理
等
負

担
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
今
回
の
利
用

計
画
に
つ
い
て
、地
元
の
反
対
は
な
い
。

討　
　

論 

＊
旧
太
田
幼
稚
園
、
太
田
小
学
校

跡
地
を
更
地
に
し
て
売
却
し
、
認

定
こ
ど
も
園
を
施
設
整
備
す
る
た

め
の
助
成

議案第 41 号
行方市立幼稚園授業料徴収条例（一部改正後）

階層区分 授業料の額
（月額）階層 定義

第１

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による被保護世帯（単給世帯を含む。）及
び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特
定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第 30 号）による支援給付受給
世帯

0 円

第２ 市町村民税が非課税又は所得割が非課税の世帯 3,000 円
第３ 市町村民税の所得割額が 77,100 円以下の世帯 9,000 円
第４ 市町村民税の所得割額が 211,200 円以下の世帯 13,000 円
第５ 市町村民税の所得割額が 211,201 円以上の世帯 18,000 円

備考　１�　次のいずれかに該当する世帯について、園児１人につき、第２階層においては全額を免除し、第３
階層においては 2,000 円を減ずる。

　　　（１）母子世帯又は父子世帯　（２）在宅障害者がいる世帯
　　　２�　小学校３年生以下の子どもから数えて第２子以降の子どもが入園する世帯について、第２子におい

ては半額を減じ、第３子以降においては全額を免ずる。
　　　３�　園児が登園しないことが月の初めから末日までに及ぶときは、その月分の全額を免ずる。ただし、

８月分を除く。
　　　４�　４月から８月までの月分の授業料の額にあっては前年度分の、９月から翌年３月までの月分の授業

料の額にあっては当該年度分の市町村民税の所得割額により決定する。
　　　５　市町村民税の所得割額を証明することができない世帯は第５階層とみなす。

◎�

討
論
終
了
後
、
全
会
一
致
に
よ
り

可
決

賛
成

反
対
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行
方
市
議
会
議
員
一
般
選
挙
の

繰
り
上
げ
補
充
に
よ
り
、
河
野
俊

雄
議
員
が
当
選
さ
れ
ま
し
た
。

　

な
お
、
常
任
委
員
会
は
教
育
厚

生
委
員
会
に
選
任
さ
れ
ま
し
た
。

議
員
紹
介

　

 

鹿
行
広
域
事
務
組
合
議

会
議
員
の
選
挙

選
挙
第
６
号

　

椎
名
政
利
議
員
が
、
指
名
推
選

に
よ
り
当
選
い
た
し
ま
し
た
。 河野　俊雄（61 歳）

三和 1825 番地

選
挙
結
果

 

専
決
処
分
の
報
告

報
告
第
７
号

　

公
用
車
使
用
中
に
起
こ
し
た
接

触
事
故
に
対
す
る
損
害
賠
償
額
を

38
万
円
と
定
め
、
和
解
す
る
こ
と

を
報
告
し
ま
し
た
。

報　
　

告

繰
越
計
算
書
の
報
告

　

平
成
26
年
度
予
算
の
経
費
を
、

平
成
27
年
度
に
繰
り
越
し
た
の

で
、
地
方
自
治
法
施
行
令
の
規
定

に
基
づ
き
、
市
長
か
ら
次
の
と
お

り
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

報
告
第
８
号

一
般
会
計
継
続
費

　

繰
越
額　

４
７
８
万

３
，
０
０
０
円

　

・�
北
浦
地
区
統
合
小
学
校
施
設

整
備
事
業

報
告
第
９
号

一
般
会
計
繰
越
明
許
費

　

繰
越
額　

５
億
８
２
４
万

９
，
０
０
０
円

主
な
事
業

　

・
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
発
行
事
業

　

・
定
住
促
進
事
業

　

・
園
芸
農
業
振
興
事
業

　

・
県
単
農
道
整
備
事
業

　

・
通
学
路
整
備
事
業

市
立
幼
稚
園
授
業
料
徴
収

条
例
の
一
部
改
正

議
案
第
41
号

　

９
月
の
授
業
料
の
切
り
替
え
に

あ
わ
せ
た
一
部
改
正

（
右
の
頁
を
参
照
）

条　
　

例

 

消
防
団
員
用
新
基
準
活
動

服
等
の
購
入

議
案
第
42
号

　

消
防
団
の
装
備
基
準
の
改
正
が

あ
り
、
活
動
服
１
，
３
５
０
着
を

購
入
す
る
も
の
。

・
契
約
方
法　

指
名
競
争
入
札

・
契
約
金
額　

２
，
１
８
０
万

９
，
５
２
０
円

・
契
約
の
相
手　

ト
キ
ワ
産
業
㈱

　
　
　

代
表
取
締
役�

奥
村
正
好

提
出
議
案

財
産
の
譲
与

議
案
第
43
号

　

森
林
の
適
正
な
維
持
管
理
を
行

う
た
め
に
配
備
し
た
も
の
で
す

が
、
所
期
の
目
的
を
達
成
し
た
こ

と
、
ま
た
減
価
償
却
資
産
の
耐
用

年
数
を
経
過
し
た
た
め
、
会
へ
譲

与
し
、
環
境
保
全
活
動
に
使
用
し

て
も
ら
う
も
の
。

・
譲
与
す
る
財
産

　

樹
木
粉
砕
機　
　

１
台

　

自
走
式
草
刈
機　

２
台

・
譲
与
の
相
手

　

行
方
身
近
な
み
ど
り
を
守
る
会

　

会
長　

関
野
謙
一

あ
ら
た
に
生
じ
た
土
地
の
確
認

議
案
第
44
号

　

道
路
改
良
の
実
施
に
あ
た
り
、

た
め
池
を
埋
め
立
て
た
部
分
の
土

地
と
な
り
ま
す
。

・�

場
所　

大
字
羽
生
字
烏
崎
２
１

　

�

８
８
番
地
２
の
公
有
水
面
埋
め

立
て
地

・�

面
積　

４
９
４
．４
８
平
方
メ
ー

　

ト
ル

　

５
月
29
日
付
で
、
茂
木
正
治
議

員
か
ら
、
議
員
辞
職
願
が
提
出
さ

れ
、
地
方
自
治
法
の
規
定
に
よ
り

議
長
に
お
い
て
許
可
い
た
し
ま
し

た
。

議
員
辞
職

報
告
第
10
号

特
定
環
境
保
全
公
共
下
水
道
事
業

特
別
会
計
繰
越
明
許
費

　

繰
越
額　

１
，
３
９
６
万
円

報
告
第
11
号

流
域
関
連
公
共
下
水
道
事
業
特
別

会
計
繰
越
明
許
費

　

繰
越
額　

７
８
９
万

２
，
０
０
０
円

報
告
第
12
号

一
般
会
計
事
故
繰
越
し

　

繰
越
額　

１
億
７
０
３
万

１
，
２
０
０
円

　

主
な
事
業

　

・
農
業
基
盤
整
備
促
進
事
業

　

・
通
学
路
整
備
事
業

建設中の北浦地区統合小学校




